平成２９年度　消費税軽減税率対応窓口相談等事業「専門家派遣」実施要領

山口県商工会連合会

１．目　的 
[bookmark: _GoBack]消費税率の引上げや軽減税率制度の導入、それに伴う制度変更の円滑な実施に向けて専門家の派遣による個別支援等を行うことにより、中小企業・小規模事業者等が円滑かつ適正に消費税の転嫁や軽減税率制度の導入に対応できる環境を整備することを目的とする。 

２．実施体制
（１）対象者は、県内商工会地域に事業所を有する中小企業・小規模事業者等とする。 
　（２）山口県商工会連合会（以下、「連合会」という）は、相談内容に応じた専門家の調整を行う。
　（３）原則として１事業者につき３回を上限、相談内容に応じ各回毎、異なる専門家から指導を受けることができるものとする。
　（４）連合会及び商工会は、指導の現地に立ち会う。

３．派遣手続き及び指導 
（１）派遣を希望する事業者は、専門家派遣利用申請書（様式１）を商工会に提出する。
（２）商工会は、利用者から申請書が提出された場合は、内容を検討したうえ、専門家派遣依頼書（様式２）を添付して連合会に提出する。
（３）連合会は、申請内容を適当と認めた場合は、相談内容に相応しい専門家を選定し、事業者のもとに派遣する。
（４）指導は、１事業者に対して専門家１名が応じることとし、原則として事業者所在地または商工会に専門家が赴くものとする。
（５）指導時間は原則として１回あたり２時間とする。 

４．経 費 
（１）派遣にかかる経費についての専門家謝金・旅費等の全額を連合会が負担することとする。
　（２）専門家謝金・旅費については、山口県商工会連合会講師等謝金旅費規程に基づき支払うものとする。
※専門家　２時間あたり　30,000円（税別）以内

５．専門家に関する事項
　（１）派遣する専門家は、連合会の実施するエキスパート・バンク事業において登録されている専門家もしくは、中国税理士会山口県支部連合会に所属する税理士とする。
　（２）専門家は、派遣の日から１５日以内に、専門家派遣　指導報告書（様式３）を連合会に提出する。
　（３）前記報告書を受理の後、連合会は派遣専門家に所定の謝金及び旅費を支払うものとする。
